
東日本大震災への対応で見えてきた

国土情報の必要性

～災害時、我々建コンの社会貢献を最大化するために～

国土情報専門委員会

（建設技術研究所 上山晃）
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全体構成

 １．はじめに

 ２．災害時に必要とされる国土情報

 ３．国土情報のあり方

 ４．取り組むべき課題

 ５．おわりに
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3当初予算 補正予算

１．はじめに

1-1．建設コンサルタントを取り巻く環境

・公共受託型の建コンには、厳しい社会情勢が継続

・単品技術の提供ではなく、様々な技術を応用したソリューション提供が必要に

 事業規模の縮小（公共事業の更なるコスト改善）

 ニーズの多様化、高度化・高質化への対応

 競争の激化

既存領域への対応＋
新たな事業展開が必要

更なるコスト改善
（縮減）

『 公共事業コスト改善
プログラム（H20～24） 』

新たな取り組み
への対応

・ 官民連携（PPP/PFI）
・ 政策支援、包括委託
・ ICT、クラウド など

図 公共事業関係費の推移 （財務省資料をもとに作成）

（兆円）

※H21年度当初予算：「地方道路整備臨時交付金」の移行額6,825億円を除外
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1-2．今後目指すべき方向性

建コンの強み：国土のあらゆる情報（＝国土情報）のサプライヤーであること

分析
ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

ICT技術の進展

＋

情報の電子化

計画

評価

従来より建コンが扱ってきた国土情報を武器に、高度なコンサルティングを展開

道路
鉄道

交通量

施設

人口分布

河川

気象

土地利用

･･･

高度な
ｿﾘｭｰｼｮﾝ

新たな分野への

ビジネス展開

（医療・福祉，教育，観光等）

社会資本の

トータルマネジメント

（整備～維持管理）

大規模災害時の

社会貢献

【 本日のテーマ 】

情報技術

（集約・提供

 インフラの計画・設計・施工・維持管理までトータルに対応する建コンの特性を活かし、
“社会資本のトータルマネジメント”が展開できないか？

 国土情報を効果的に利用したサービスで新分野にビジネス展開できないか？

 大規模災害の発災後、及び復旧・復興には、「正確」かつ「迅速」な国土情報を集約・
提供するだけで、業界の特性を活かした社会貢献を実現できないか？
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1-3．国土情報専門委員会の活動概要

①建コンの次世代商品として、国土情報を利用したビジネス展開を模索

②災害対応の実態を踏まえ、建コンの取り組みを国土情報の視点から再検証

 調査・計画・設計等の業務を通じて培った国土情報を取り扱う技術
（交通量，事故，気象、土地利用、人口・・・）

 進展する情報通信技術（ICT）

⇒ 国土情報のノウハウ（優位性）：「社会資本のトータルマネジメント」

「新たな分野へのビジネス展開」

「大規模災害時の社会貢献 （H23～）」

【 これまでの取り組み 】

 主要な施策やプロジェクトを参考に、国土情報の定義を整理

 建コンを取りまく将来の社会像を想定

 将来の社会像に則した国土情報を利用したビジネスのコンセプトを提起

 国土情報を利用したビジネスを創出するために必要となる仕組み

 国土情報を利用したビジネス展開イメージの整理

 災害時における国土情報の利用実態の把握 → 今後のあり方を整理

本報告では、災害時の国土情報の利用実態を踏まえた検討・活動状況を報告

H21）

H22）

H23）
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1-4．本日の議題

国土情報専門委員会の活動概要

①建コンの次世代商品として、国土情報を利用したビジネス展開を模索

②災害対応の実態を踏まえ、建コンの取り組みを国土情報の視点から再検証

 平成23年6月に、建コン協会会員企業の協力の下で実施した
「災害対応時に必要な国土情報に係るアンケート調査」を整理した上で検討
を行った結果を報告します。

～ アンケート調査へのご協力、ありがとうございました！ ～

本日の報告事項

○災害時に必要とされる国土情報
（建コン各社の対応 ／ 各種団体の取り組み ／ 災害時に必要とされる
国土情報 ）

○国土情報のあり方
（国土情報の重要性 ／ 現状の問題点 ／ 今後の国土情報のあり方 ）

○取り組むべき課題
（仕組みの課題 ／ 制度・運用上の課題）
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２．災害時に必要とされる国土情報

2-1．建コン各社の取り組み（アンケート調査結果）

項 目 内 容

配布日 2011/06/18 - 2011/06/30

配布数 412社

回答数 72回答（回答者複数回答あり）

回答社数 51社（回答率：約12.4％）

回答者数 62人

１．回答者属性
２．震災対応業務の御経験とその内容、震災対応業務で必要となった情報

３．今後の災害対応段階（発災時、復旧時、復興時）や防災段階（平常時）
において、必要と思われる情報項目

４．国土情報に関する取り組みについて、ご意見

2）アンケート内容

１）アンケート概要

・アンケートは、３・１１の震災後３ヶ月が経った時期に建設コンサルタンツ協会各
社へメールにて送受信することで実施した。そのうち、５１社（６２名）からの回答
があった。
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３）アンケート結果概要

①平常時の業務分野

・震災業務の依頼元は、国と自治体で９３％になる。震災業務へ従事開始した時
期は、１週間以内が４６％を占め、１ヶ月以内が８０％を占めている。また、業務
の種類では道路・河川・水工で４９％を占めており、続いて構造・海岸が多い。

②震災業務の依頼元

④震災対応業務の種類③震災業務の従事開始時期

30.6%, 31%

13.9%, 14%

5.6%, 6%

12.5%, 
12%1.4%, 1%

6.9%, 7%

5.6%, 6%0.0%, 0%

0.0%, 0%

2.8%, 3%

1.4%, 1%
19.4%, 19%

道路
河川・水工
海岸
構造
上水道
下水道
港湾
空港
電力土木
電気通信
情報システム
その他

26, 44%

29, 49%

1, 2%
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財団法人

学協会
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11, 19%

12, 20%

発災時

発災直後

発災から1週間後

発災から半月後
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それ以降

16, 27%
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4, 7%
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3, 5%
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情報システム
その他
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①必要となった情報（時期－縮尺）

・発生時から復旧時の早期において情報が必要
・地図系の情報は小縮尺データ、インフラ施設の概略情報・詳細情報は大縮尺が必要

地図系の情報 インフラ施設の概略情報 インフラ施設の詳細情報

地図、航空写真、地形地質、
土地利用

現地写真、施設諸元（台帳）、
図面（平面図）

各種計算書、修繕履歴、点
検結果など

2-2．災害時に必要となった情報
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・発生時から復旧時の早期において情報の入手が必要

・地図系の情報はインターネット、インフラの概略情報は現地調査、インフラの詳細情報
は公共機関での収集が多い。

地図系の情報 インフラ施設の概略情報 インフラ施設の詳細情報

地図、航空写真、地形地質、
土地利用

現地写真、施設諸元（台帳）、
図面（平面図）

各種計算書、修繕履歴、点
検結果など

公共機関での収集 インターネット 店舗などでの購入 現地調査 その他
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必要な情報 課題（想定）

発災時

（状況把
握）

・航空写真、ボーリング調査結果、実測地
形図があると、より正確な対応が可能

・地震による被害か否かの把握には、台
帳情報に加え、点検・補修履歴も必要

・広域被害を把握する際、一社での状況
把握は困難

・現状でも俯瞰的な状況把握は
可能。但し、詳細情報が入手で
きておらず、より正確な判断は
困難

・俯瞰的な状況把握においても、
情報の共有化が課題

復旧時 ・迅速な応急復旧では、被災前の状況確
認のための情報が必要（地形図、道路台
帳、竣工図、地質情報等）

・迅速な復旧に向けて、被災前
の詳細情報が不可欠

・日常から整備・共有化する仕
組みが必要

復興時 ・様々な調査結果からの複合的な検討が
必要。検討基盤に都市計画図等が有効

・復興時に収集した情報を体系
的に整理し、以後の防災に役
立てることが必要

防災時

（平常時
からの備
え）

・防災情報を集約する基盤として、大縮尺
～小縮尺の平面図・航空写真等が必要

・維持管理、復旧、改良計画の作成等で公
共施設台帳が必要

・今後の震災に備え、日常から
情報を蓄積・共有化する取り組
み、並びにインフラ整備が必要

・発災/復旧/復興/防災の各段階における情報利用のシナリオを想定
・道路/構造、河川、海岸/港湾、インフラ（上下水道等）の分野別に課題を整理

2-3．アンケート結果から見えてきた課題



13

2-4．災害時に必要とされる国土情報

・ 発災直後は、迅速かつ網羅的な状況把握が最重視され、概略情報でも充分。
但し、その後の復旧・復興では、被災前状況を確認できる詳細情報も必要。

・これらは本来、日常業務を行う中で日々作成・蓄積しておくべきもの。
現実には、統一的な運用が図られておらず、情報の再利用がなされていない。

 被災後の状況

・ 損傷状況（箇所，現地写真）

 被災前の現況

・ ボーリング調査結果

・ 実測地形図

・ 構造物等の点検・補修履歴

・ 竣工図

・ 各種台帳（道路・河川等） etc

被災後の俯瞰的な
状況把握

損傷要因の特定

復旧対応
（応急・現況）

計画的な復興
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2-5．各種団体における取り組み

○現地調査、調査結果の情報提供、復興に向けた提言のまとめなどの取り組
みの中で、被災状況を中心とする国土情報の利活用が行われている

○社）建設コンサルタンツ協会
・緊急提言委員会を立ち上げ、現地調査などを行ったうえで緊急提言を取りまとめ、国土交通省
に報告（6月29日）「ハード・ソフトベストミックス（HSBM）宣言」

○土木学会
・土木学会東日本大震災緊急調査団・総合調査団の派遣（62調査団：8月22日現在）
・情報共有サイトの開設、各種シンポジウムの実施、提言のとりまとめ

○社）日本建設業連合会
・新日建連緊急災害対策本部を設置し、災害対策に関する緊急要望や被災地域の復興に関する
提言をまとめている

○社）全国地質調査業協会連合会
・全国10の地区協会と連携し、地質の相談窓口、地質情報の提供（地質情報ポータルサイト）を実
施している

○社）日本技術士会
・被災者の不安解消事項の相談、市民へのわかりやすい技術情報の説明、被災状況等を調査、
復旧・復興の課題把握、がれき処理計画、復興・再建計画づくりの支援、被災自治体に対する技
術専門家の派遣 等

○GIS学会
・情報共有Webサイトの作成、被災者データ・被災建物データ管理に活用できるソフトウエアの開
発・提供、被害情報と基盤情報の重ね合わせ分析マップの作成と公開
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○各社、被災地支援、情報提供、復興提言など取り組みは様々であるが、被災
情報、ライフライン情報などの国土情報を収集して利用している

○総研各社
・東日本大震災後の意識調査を行い、被害からの復興に関する提言を公表する

○Google、本田技研工業（株）、パイオニア（株）
・走行軌跡データに基づき通行実績情報（渋滞、混雑、通行実績の有無）をGoogleマッ
プ上に表示して提供（24時間ごとに更新）

○NTTグループ
・避難者の方への情報提供（安否確認、避難生活、原発、ライフライン、交通情報等）
及び復興支援（公衆無線LANエリアの無料開放、TV電話による無料健康相談、仮設
住宅等への電話機の無償提供 等）

○めんこいテレビ
・応援・安否メッセージ、情報提供（避難者情報、災害情報、被災者受入情報、ボラン
ティア情報等）

○トヨタ自動車
・ココロハコブプロジェクト（チャリティ、被災地産業支援、被災地特別公開授業等）、G-
BOOKプローブ情報を活用した「通れた道マップ」の公開、工場、販売店稼動情報の公
開 等

○Panasonic
・物資支援（懐中電灯、ノートパソコン等）、市民活動支援（特別授業、イベント等）、製
品の点検・修理について、節電方法、停電による影響等
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各種団体から被災者に対して提供された情報は、位置に関する情報が多い。
特に国土情報を防災時から蓄積することによって、震災などの災害時に迅速、か

つ詳細に提供できる情報多い。

位置に関する情報

発災時(1 Week) 復旧時(1Year) 復興時(2-5Year)

避難所情報

安否情報

ライフライン復旧場所

通信環境

健康相談

ボランティア

仮設住宅

物資支援

避難ルート・帰宅ルート

通行実績

◆各種団体が提供した情報

道路

公共施
設等

通信エリア

道路、被災
場所

道路、被災
場所

国土情報
とかかわる情報

被災場所

ライフライ
ン

施設、道路

施設
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帰宅困難者の適
切な誘導

防災意識の向上

今後の復興まち
づくりへの反映

・・・

３-1．国土情報の重要性

・ 被災時の状況把握結果は、平常時より取り扱う国土情報と合わせ見ることで、
より高度な災害対応・復興支援に寄与する。

浸水想定区域緊急輸送道路 道路台帳

平常時より取り扱う国土情報

支援ステーション公共施設

被災時の状況把握

通行実績被災状況の確認

危険箇所の把握

通行可否の判断

・・・

・・・

・・・

３．国土情報のあり方
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災害時の帰宅支援情報として、帰宅経路
の被災情報や、一時避難所の収容人数、
コンビニ情報などの情報を迅速に提供す

ることが可能。

避難所

コンビニ

帰宅経
路

避難所
(収容人数)

被災箇所

○災害対応の高度化・迅速化（例）

■提供する国土情報

・帰宅経路の情報（歩道の有無や幅員）

・帰宅時の支援施設の詳細な情報

○居住地域の防災意識の高度化（例）

病院

避難所

地震・風水害時の被災状況を提供すること
により、住民の居住地域の防災意識を向上
することが可能。また、不動産情報との比
較による居住地域選択の参考情報に。

■提供する国土情報

・被災履歴、被災要因 （地盤の揺れやすさ、
浸水想定区域、土砂災害危険区域）

・犯罪発生箇所

どこが危
険？住み
やすい？
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3-2．現状の問題点（今、何故できていないか）

【現状の課題】

 発災時・復旧時に、台帳等の詳細情報は即時に入手できない

 被災履歴、被災要因等の情報がどこにあるのか？利用できるか？がわ
からない

 紙や電子データなど、形態は様々。入手しても直ぐには使えない

 情報を共有するための共通のルールや蓄積する基盤が整備されていない

 役割分担が不明確で、災害時に必要な情報が平常時から意識して整備さ
れていない

迅速な災害対応及び支援業務を高度化するためには・・・

 災害時に必要とされる情報が共有されていない

 情報の有無、その所在に関する情報の把握できる環境がない

情報はあるはず
なのになぜできて

いないの？

情報が共有でき
ない原因は？
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 被災時にすぐさま必要十分な量・質の国土情報を収集することは不可能
 日常業務で国土情報を取り扱う建設コンサルタント（及び協会）は、平常時における情報共

有に対する適性が高い
 更に、災害対応で得た情報（アウトプット）を共有し、災害対応および支援業務を高度化・

迅速化する必要

・・・

建コ
ン

建コ
ン

建コ
ン

平常時からの情
報共有

通行可能ルート

帰宅困難者支援

災害対応業務の高度化・迅速化 協会としてできる災害支援

国土情報（１次・２次）

※航空写真、ボーリング調査結果、実測地形図
構造物点検、補修履歴

道路台帳、竣工図、地質情報、都市計画図

国・自治
体

アーカイブ化した国土情報（一部）
※再利用しやすいかたちに整形された、建コン共有のＤＢ

CALS電子納品

アウトプットの
共有（震災時）

現行業務を行う中で、情報が流通しやすい環境構築
を業界全体で取り組む
（必ずしもアーカイブ化は必要ない）

復興まちづくり支援

浸水想定区域
土砂災害危険区域

平面図
航空写真

防災情報の
提供

氾濫実績図

罹災証明書
発行の迅速化

3-3．今後の国土情報のあり方

施設配置
（支援ｽﾃｰｼｮﾝ）
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 各社による努力の限界、災害対応・復興という特殊性から、業界として取り組む必要性
・・・協調領域

 災害対応で得た情報（アウトプット）を共有することで、今後の復興まちづくり、自治体経
営等で新たなコンサルティングを展開可能（仮説） ・・・競争領域

既
存
領
域

道路河川 港湾 空港 鉄道 ・・・

新たなコンサルティング領域
・復興まちづくり
・広域被害予測（広域BCP策定支援）
・新たな都市計画手法の提案
・公共施設・民間施設の立地・配置計画手法の提案
・自治体経営（リスクマネジメント，クライシスマネジメント）
・不動産価値評価
・民間向けBCP策定支援
・帰宅困難者支援情報提供サービス

情報の収集
※航空写真、ボーリング調査結果、実測地形図，構造物点検、補修履
歴、道路台帳、竣工図、地質情報、都市計画図

A社
B社

C社

協
調
領
域

競
争
領
域

情報の蓄積・共有（現地写真、収集した公開資料）

被災時の状況把握，復
旧（高度化・迅速化）

復興，防災・減災
（今後に向けて）

情報提供サービス（クラウド型GISデータ提供サービスなど）

社会貢献として
取り組むべき領域
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ボーリング調査

Ｃ社

現地調査
（写真撮影）

Ｂ社

ID 部材ｺｰﾄﾞ 部材名 数量

○
○

○
△

3

2

○
△

1

○
△

2

4
○
×

橋梁点検
Ａ社

ID 部材ｺｰﾄﾞ 部材名 数量

○
○

○
△

3

2

○
△

1

○
△

2

4
○
×

施設台帳

病院

避難所

クラウド型GISデータ提供
サービス

帰宅困難者支援情報提供サービス

ID 部材ｺｰﾄﾞ 部材名
数
量

○
○

○
△

3

2

○
△

1

○
△

2

4
○
×

避難所

病院コンビニ

収容人数情報

施設状況

コンビニ情報

役 所

病 院

国 民

既
存
領
域

協
調
領
域

競
争
領
域

新たなコンサルティング領域

情報の収集

情報の蓄積・共有

情報提供サービス

既存領域で得た知見を

新たな付加価値を創造

もちより共有・活用し
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４．取り組むべき課題

4-１．アンケートの結果に基づく取り組むべき課題

・復旧、復興時には被災状況等の情報を迅速かつ不足なく収集する仕組み
が必要。防災時にはそれらの情報を集約・管理しておき、いざという時に検
索しやすく利用しやすい環境が必要。

仕組みにおける課題

・発災時には鮮度の高い情報の発信（被災状況、安否情報等）の仕組、防災
時には複数自治体をまとめた広域なハザードマップ等の整備が必要。

・国土情報の著作権は緊急時においても危惧されるため、制度としての著作
権の取り決めが必要。

・誰が国土情報を管理（バックアップ、一元管理など）し、 精度や鮮度を保っ

ていくのか。官、またはその他主体（例えば、協会が役割を担う等）による体
制確立が必要。

・情報入手・利用時の料金徴収、通信事業体との協力体制の確立が必要

制度・運用上の課題
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4-2．取り組むべき課題
（例：帰宅困難者支援サービスの実現を図るための課題）

・災害時の帰宅困難者支援サービスの実現には、帰宅経路の被災情報
や一時避難所の収容人数等の主に官が管理する情報、及びコンビニ
情報等の民が所有する情報を集約する仕組みが必要。

・広域災害時の帰宅困難者に対しては、複数自治体に跨る情報が必要

・災害時のみに求められるサービスに対して、情報の著作権等の制約
を排除しつつ、如何にコストをかけず付加価値を付け実現を図るかが
課題。

・災害時の混乱した状況の中でも、鮮度の高い情報（被災状況等）を迅
速に集めるルールと、継続的に情報提供できる体制の確立が必要。
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５．おわりに

 協調領域を実現するための情報共有基盤の構築

 協会メンバによる蓄積・共有の仕組みづくり

 国土情報の二次利用を可能とするための政策提言

本活動にご興味のある方は、是非ご参加ください！

※国土情報専門委員会は委員を継続的に募集中

東日本大震災を契機に、国土情報を用いた社会貢献の可能性が明らかに

【国土情報専門委員会における今後の活動予定】

このほかにも。。。

 協会による次世代ビジネス

 不動産・医療など他分野におけるビジネス

 （競争領域の事例研究） など
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